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◆猶予措置の廃止 

令和５年４月１日から、月 60 時間を超える

時間外労働に対する割増賃金率を「５割以上の

率」とする規定が、中小事業主にも適用されるこ

とになりました。 

もともと、使用者が時間外または休日労働さ

せた場合には、２割５分以上５割以下の率で計

算した割増賃金を支払わなければなりませんで

したが、2010 年４月１日施行の改正により、

月 60 時間を超えた場合は、５割以上の率で計

算した割増賃金を支払わなければならないとさ

れていました。 

ただし、この改正は中小事業主（労働者の数が

300 人（小売業については 50 人、卸売業また

はサービス業については 100 人）以下）である

事業主には適用が猶予されていたのですが、令

和５年４月１日からは適用されることになりま

した。 

 

◆代替休暇の規定も適用 

中小事業主にも月 60 時間を超える時間外労

働に対する割増賃金率を５割以上の率とする規

定が適用されることに伴い、「代替休暇」の規定

も適用されることになります。 

代替休暇とは、１カ月に 60 時間を超えて時

間外労働を行わせた労働者について、労使協定

により、法定割増賃金率の引上げ分の割増賃金

の支払いに代えて、有給の休暇を与えることが

できるものです。 

労使で協定すべき事項としては、月 60 時間

を超えて労働させた時間数に対して、何時間の

代替休暇を与えるかという計算方法や、代替休

暇の単位（１日または半日）などがあります。 

そのほか、制度の導入に際しては、個々の労働

者が実際に代替休暇を取得するか否かは、労働

者の意思によること、労使協定の締結により代

替休暇を実施する場合には、代替休暇に関する

事項を「休暇」として就業規則に記載する必要が

あることにも留意しましょう。 

 

12 月の税務と労務の手続 提出期限 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前月以降

に採用した労働者がいる場合＞［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便局ま

たは銀行］ 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 

○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 3 期＞［郵

便局または銀行］ 

※都・市町村によっては異なる月の場合がある。 

 

本年最後の給料の支払を受ける日の前日まで 

○ 年末調整による源泉徴収所得税の不足額徴収繰

延承認申請書の提出［給与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 給与所得者の保険料控除申告書、給与所得者の配

偶者控除等申告書、 

住宅借入金等特別控除申告書、給与所得者の基

礎控除申告書、所得金額調整控除に係る申告書

の提出［給与の支払者（所轄税務署）］ 

※提出・納付期限が、土曜・日曜・祭日と重なる

場合は、翌日になります。 

み く に 便 り 

2022 年 12月 1日発行 年末年始休業：１２月２９日～１月３日 

連絡先：〒371－0014群馬県前橋市朝日町三丁目 12番 20号 

電  話：027-243-5600  FAX：027-224-4393 

U R L：http://www．e-392.com 

 

 

 

 

みくには 

ハートに愛 

 

 

令和５年１月から協会けんぽの様式が変更されます 

新様式は、協会けんぽのホームページからダウンロードが可能です。 

なお、令和５年１月以降も旧様式を使用することはできますが、この場合は事

務処理等に時間を要することがあるとしています。 

 
当社ＨＰでは新聞掲載コ

ラム（バックナンバー）

や各種セミナーのご案内

を随時発信しています。 

 

中小事業主も 

月 60 時間超えの時間外労働 

割増率が 5 割以上に 

http://www.e-392.com/

